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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第21期中間期以前の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株引受権及び新株予約権の残高

はありますが、当社株式は非上場でありますので、期中平均株価の把握ができないため記載しておりません。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（常勤嘱託及び人材会社からの派遣社員を含む）は、各期間の平均人員を

（ ）外数で記載しております。 

４．当社は、平成17年５月６日付けで、１株を20株に株式分割を行っております。また、平成17年11月18日付けで、１株を

３株に株式分割を行っております。 

  

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高 （千円） 3,840,947 3,956,214 3,533,251 5,003,160 5,883,549

経常利益 （千円） 571,415 800,863 623,305 556,303 970,413

中間（当期）純利益 （千円） 290,031 425,042 333,732 291,480 546,550

純資産額 （千円） 851,441 1,383,592 8,075,157 968,715 2,486,851

総資産額 （千円） 8,119,837 17,709,197 36,667,719 11,274,340 20,535,194

１株当たり純資産額 （円） 851,441.54 893,216.68 69,347.99 635,639.95 72,124.45

１株当たり中間（当期）
純利益金額 

（円） 290,031.42 276,540.25 3,161.84 269,639.37 17,362.39

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額 

（円） － － 3,059.83 － 17,240.26

自己資本比率 （％） 10.5 7.8 22.0 8.6 12.1

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △1,059,739 △4,429,420 △9,232,704 △2,281,967 △7,171,566

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △154,810 △180,011 △917,489 △1,803,507 180,231

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） 1,713,650 5,101,562 15,251,091 4,473,912 8,323,548

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

（千円） 1,870,137 2,251,605 8,192,587 1,759,475 3,091,689

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
9 

（ 7）
14
( 7) 

16
（ 8）

13 
（ 7）

15
（ 7）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第21期中間期以前の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株引受権及び新株予約権の残高

はありますが、当社株式は非上場でありますので、期中平均株価の把握ができないため記載しておりません。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（常勤嘱託及び人材会社からの派遣社員を含む）は、各期間の平均人員を

（ ）外数で記載しております。 

４．当社は、平成17年５月６日付けで、１株を20株に株式分割を行っております。また、平成17年11月18日付けで、１株を

３株に株式分割を行っております。 

  

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高 （千円） 2,861,768 3,930,654 3,507,691 4,005,354 5,832,429

経常利益 （千円） 453,278 790,979 611,093 438,327 948,272

中間（当期）純利益 （千円） 226,247 419,192 326,115 229,617 529,744

資本金 （千円） 50,000 114,700 3,193,614 112,200 516,325

発行済株式総数 （株） 1,000 1,549 116,444 1,524 34,480

純資産額 （千円） 777,680 1,305,903 7,978,895 896,876 2,398,205

総資産額 （千円） 7,651,428 16,991,065 36,084,787 10,616,916 19,946,391

１株当たり純資産額 （円） 777,680.97 843,062.48 68,521.31 588,501.41 69,553.53

１株当たり中間（当期）
純利益金額 

（円） 226,247.21 272,734.31 3,089.68 212,412.02 16,828.50

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額 

（円） － － 2,990.00 － 16,710.13

１株当たり中間（年間）
配当額 

（円） 10,000 － － 20,000 2,900

自己資本比率 （％） 10.2 7.7 22.1 8.4 12.0

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
9 

（ 7）
14
(7) 

16
（ 8）

13 
（7）

15
（7）



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

 なお、連結子会社である株式会社インタープラネットは、オフィスビルと商業施設を保有し賃貸事業を行っておりましたが、

今後予想される事業環境下においては、当社の主力事業であるグロースインベストメント事業における物件収益力の強化を図る

ために当該事業のきめ細かな管理ノウハウを活かすことが得策と判断されることより、これまでの検討に基づき、同社を平成18

年４月１日付けで吸収合併いたしております。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（常勤嘱託及び人材会社からの派遣社員を含む）は、当中間連結会計期間の

平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（常勤嘱託及び人材会社からの派遣社員を含む）は、当中間会計期間の平均人員

を（ ）外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

デザインクリエイティブ事業 2（ 0） 

インカムマネジメント事業 4（ 1） 

グロースインベストメント事業 7（ 0） 

ニューデベロップメント事業 1（ 0） 

全社（共通） 2（ 7） 

合計 16（ 8） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 16（ 8） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の改善や設備投資の増加に加え個人消費にも増加傾向が見られるなどデフ

レ経済脱却の進展が見え始めており、全般的に景気の回復が続きました。 

 当社グループの属する不動産業界においては、金融機関の不良債権の最終処理や好調な企業業績を背景として不動産取引が活発

化し、地価の下げ止まりは全国的に広がり始めました。特に不動産投資市場においては、恒常化する運用難等を背景として、上場

不動産投資法人（リート）や不動産私募ファンドのほか、年金基金や生損保などの機関投資家が不動産への投資を活発化させてお

り、投資用収益不動産需要は更に拡大を見せてまいりました。 

 このような事業環境下、当社グループは創業以来変わらない「美しく安全で長期にわたり社会を支える街創り」を事業運営の理

念として、また「都市にヨーロッパの光と風」をデザインコンセプトに据えて、主にグロースインベストメント事業（オフィスビ

ル・商業施設等への投資事業）を引き続き拡大させ、積極的に当該事業用不動産の取得を行うと共に、取得済不動産に対して建物

の建築やリニューアル等による価値創造を行ってまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の営業成績としては、売上高は3,533百万円（前年同期比10.7%減）、経常利益は623百万円（同

22.2%減）、中間純利益は333百万円（同21.5%減）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

［デザインクリエイティブ事業］ 

 当中間期は、新規受注工事（オフィスビルリニューアル工事）の完成により、売上高762百万円（前年同期比33.4%減）、営業利

益158百万円（同47.3%増）となりました。 

［インカムマネジメント事業］ 

 当中間期は、リーシング業務の強化により既存物件の稼働率の改善を図った結果、売上高751百万円（前年同期比2.9%減）営業利

益108百万円（同1.3%減）となりました。 

［グロースインベストメント事業］ 

 当中間期は、事業用不動産等の売却により、売上高1,544百万円（前年同期比15.4%減）、営業利益609百万円（同24.9%減）とな

りました。 

［ニューデベロップメント事業］ 

 当中間期は、一戸建て等の売却により、売上高474百万円（前年同期比124.7%増）、営業利益80百万円（前年同期は営業損失80百

万円）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は、販売用不動産取得等によるたな卸資産の増加9,989百万円及び長期借

入金の返済1,027百万円などの支出があったものの、税金等調整前中間純利益623百万円、金融機関からの長期借入れ6,625百万円及

び社債発行1,074百万円などの収入により、期首より5,100百万円増加し、8,192百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、9,232百万円の支出超過（前年同期は4,429百万円の支出超過）となりました。これは

主に、収入項目としては税金等調整前中間純利益623百万円などがあったものの、支出項目としてたな卸資産の増加9,989百万

円、法人税等の支払額339百万円などがあったことによります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、917百万円の支出超過（前年同期は180百万円の支出超過）となりました。これは主

に、匿名組合出資金の払込による支出740百万円、その他投資の取得による支出78百万円及び定期預金の増加額90百万円によりま

す。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、15,251百万円の収入超過（前年同期は5,101百万円の収入超過）となりました。これ

は、長期借入金の返済1,027百万円、社債の償還218百万円及び配当金98百万円などの支出があったものの、金融機関からの長期

借入れ6,625百万円、短期借入金の増加3,569百万円、新株発行5,327百万円及び社債発行1,074百万円（いずれも諸費用控除後）

などの収入があったためであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 



  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。 

（デザインクリエイティブ事業） 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

受注高（千円）
前年同期比
（％） 

受注残高（千円）
前年同期比 
（％） 

デザインクリエイティブ事業 774,434 1,217.2 12,300 6.4

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

デザインクリエイティブ事業（千円） 762,134 66.6 

インカムマネジメント事業（千円） 751,849 97.1 

グロースインベストメント事業（千円） 1,544,428 84.6 

ニューデベロップメント事業（千円） 474,838 224.7 

合計（千円） 3,533,251 89.3 

相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月 1日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

個人顧客 1,082,830 27.4 － －

住友信託銀行株式会社 － － 748,000 21.2



（グロースインベストメント事業） 

（ニューデベロップメント事業） 

  

２． 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月 1日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社ケイアイ 1,200,000 30.3 － －

有限会社オメガプロパティーズ 539,961 13.6 － －

Amtec Solutions Ltd. － － 1,300,190 36.8

相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年10月 1日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月 1日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ヴァイタルプラス株式会社 － － 405,834 11.5



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 369,000 

計 369,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 116,444 116,444 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何
ら限定のない
当社における
標準となる株
式 

計 116,444 116,444 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく、平成16年９月８日開催臨時株主総会の特別決議による新株予約権 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、株式分割や株式併合を行う場合、適宜調整するものといたします。 

２．新株予約権の行使時の払込金額は、発行日以降、株式の分割または併合を行うときは、次の算式により調整するものと

いたします。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものといたします。 

また、新株予約権発行日以降に、時価を下回る価格で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものは除く。）

は、次の算式により払込金額を調整するものといたします。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数については、こ

れを切り上げるものといたします。 

３．平成17年11月18日付けの株式分割（１株を３株）及び平成18年３月２日付け並びに平成18年３月14日付けの新株発行に

伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額について、所要の調整を行っております。 

４．新株予約権の数は、付与対象者の放棄により12個減少しております。 

  

  （平成16年９月９日発行）

区分 
中間会計期間末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 49 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,940 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,694 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月９日
至 平成23年９月８日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 ：9,694
資本組入額：4,847 

同左 

新株予約権の行使の条件 
行使時、当社の役員また
は従業員であることを要
する 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１ 

  分割・併合の比率

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

新株発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく、平成16年９月８日開催臨時株主総会の特別決議による新株予約権 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、株式分割や株式併合を行う場合、適宜調整するものといたします。 

２．新株予約権の行使時の払込金額は、発行日以降、株式の分割または併合を行うときは、次の算式により調整するものと

いたします。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものといたします。 

また、新株予約権発行日以降に、時価を下回る価格で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものは除く。）

は、次の算式により払込金額を調整するものといたします。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数については、こ

れを切り上げるものといたします。 

３．平成17年11月18日付けの株式分割（１株を３株）及び平成18年３月２日付け並びに平成18年３月14日付けの新株発行に

伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額について、所要の調整を行っております。 

  

  （平成17年３月23日発行）

区分 
中間会計期間末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 11 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 660 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,694 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月９日
至 平成23年９月８日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 ：9,694
資本組入額：4,847 

同左 

新株予約権の行使の条件 
行使時、当社の役員また
は従業員であることを要
する 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１ 

  分割・併合の比率

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

新株発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく、平成16年９月８日開催臨時株主総会の特別決議による新株予約権 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、株式分割や株式併合を行う場合、適宜調整するものといたします。 

２．新株予約権の行使時の払込金額は、発行日以降、株式の分割または併合を行うときは、次の算式により調整するものと

いたします。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものといたします。 

また、新株予約権発行日以降に、時価を下回る価格で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものは除く。）

は、次の算式により払込金額を調整するものといたします。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数については、こ

れを切り上げるものといたします。 

３．平成17年11月18日付けの株式分割（１株を３株）及び平成18年３月２日付け並びに平成18年３月14日付けの新株発行に

伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額について、所要の調整を行っております。 

  

  （平成17年６月15日発行）

区分 
中間会計期間末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 6 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 360 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,694 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月９日
至 平成23年９月８日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 ：9,694
資本組入額：4,847 

同左 

新株予約権の行使の条件 
行使時、当社の役員また
は従業員であることを要
する 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１ 

  分割・併合の比率

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

新株発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



④ 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく、平成17年12月20日開催定時株主総会の特別決議による新株予約権 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、株式分割や株式併合を行う場合、適宜調整するものといたします。 

２．新株予約権の行使時の払込金額は、発行日以降、株式の分割または併合を行うときは、次の算式により調整するものと

いたします。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数については、これを切り上げるものといたします。 

また、新株予約権発行日以降に、時価を下回る価格で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものは除く。）

は、次の算式により払込金額を調整するものといたします。ただし、調整の結果生じる１円未満の端数については、こ

れを切り上げるものといたします。 

  

  （平成18年４月14日発行）

区分 
中間会計期間末現在
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） － 4,000 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 4,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 440,190 

新株予約権の行使期間 －
自 平成19年12月21日 
至 平成24年12月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

－
発行価格 ：440,190 
資本組入額：220,095 

新株予約権の行使の条件 －
行使時、当社の役員また
は従業員であることを要
する 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 取締役会の承認を要する 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

１ 

  分割・併合の比率

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

  
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

新株発行前の株価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．株式分割（１：３） 

   ２．有償一般募集 

発行価格  437,470円 

発行価額  411,763円 

資本組入額 205,882円 

   ３．有償第三者割当増資 

割当先  大和証券エスエムビーシー株式会社 

発行価格  411,763円 

資本組入額 205,882円 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年11月18日 
（注１） 

68,960 103,440 － 516,325 － 646,325

平成18年３月２日 
（注２） 

12,500 115,940 2,573,525 3,089,850 2,573,512 3,219,837

平成18年３月14日 
（注３） 

504 116,444 103,764 3,193,614 103,764 3,323,601



(4）【大株主の状況】 

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式は

全株が信託業務に係るものであります。 

  

  

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

亀井 正通 東京都世田谷区 47,970 41.20 

亀井 綾子 東京都世田谷区 22,350 19.19 

バンク オブ ニューヨーク
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス
ジー 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 

6,270 5.38 

（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行） （東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

ザ チェース マンハッタン 
 バンク エヌエイ ロンド
ン 

WOOLGATE HOUSE , COLEMAN STREET 
LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 

2,256 1.94 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,871 1.61 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 1,747 1.50 

ゴールドマン・サックス・イ
ンターナショナル 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 
2BB,UNITED KINGDOM 

1,476 1.27 （常任代理人 ゴールドマ
ン・サックス証券会社東京支
店） 

（東京都港区六本木６丁目10番１号）

麻生 國雄 北海道厚岸郡浜中町 1,200 1.03 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,196 1.03 

日興シティグループ証券株式
会社 

東京都港区赤坂５丁目２番20号赤坂パーク
ビルヂング 

1,034 0.89 

計 － 87,370 75.03 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 116,444 116,444
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 116,444 － － 

総株主の議決権 － 116,444 － 

    （平成18年３月31日現在）

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 298,000 448,000 671,000 655,000 646,000 457,000 

最低（円） 157,000 254,000 375,000 430,000 385,000 384,000 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年10月１

日から平成17年３月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間財務諸表について、

中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、前中間連結会計期間及び前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成17年６月28日提出の有価証券届出書に添付され

たものによっております。 

  

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                

Ⅰ 流動資産                

１．現金及び預金    2,301,615 8,332,603  3,141,702 

２．営業未収入金    545,979 36,525  29,858 

３．たな卸資産 ※１  10,553,166 23,297,596  13,308,384 

４．その他    231,959 512,614  366,574 

貸倒引当金    △1,933 △127  △466 

流動資産合計    13,630,787 77.0 32,179,212 87.8  16,846,053 82.0

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※２    

(1）建物及び構築物 ※１ 1,110,010 1,028,128     1,047,778     

(2）土地 ※１ 1,453,865 1,418,427     1,418,427     

(3）その他   22,990 18,674     20,194     

有形固定資産合計    2,586,867 14.6 2,465,230 6.7  2,486,400 12.1

２．無形固定資産    318,920 1.8 322,524 0.9  320,115 1.6

３．投資その他の資産    1,172,622 6.6 1,700,752 4.6  882,625 4.3

固定資産合計    4,078,410 23.0 4,488,507 12.2  3,689,141 18.0

資産合計    17,709,197 100.0 36,667,719 100.0  20,535,194 100.0

                      



  

  

    
前中間連結会計期間末
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．営業未払金    730,861 83,872  12,286 

２．短期借入金 ※１  1,129,000 5,237,000  1,668,000 

３．１年以内返済予定 
長期借入金 

※１  547,066 2,351,102  785,297 

４．１年以内償還予定 
社債 

※１  297,000 725,000  297,000 

５．未払法人税等    393,425 300,596  351,994 

６．賞与引当金    9,036 11,933  12,130 

７．その他    414,311 709,654  493,234 

流動負債合計    3,520,702 19.9 9,419,157 25.7  3,619,944 17.6

Ⅱ 固定負債      

１．社債 ※１  1,763,000 2,138,000  1,684,500 

２．長期借入金 ※１  10,194,000 15,782,926  11,751,333 

３．退職給付引当金    5,394 7,279  6,292 

４．受入敷金保証金    834,503 1,242,367  980,581 

５．その他    8,003 2,829  5,691 

固定負債合計    12,804,902 72.3 19,173,404 52.3  14,428,399 70.3

負債合計    16,325,604 92.2 28,592,562 78.0  18,048,343 87.9

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金    114,700 0.6 3,193,614 8.7  516,325 2.5

Ⅱ 資本剰余金    66,200 0.4 3,323,601 9.1  646,325 3.1

Ⅲ 利益剰余金    1,202,692 6.8 1,557,941 4.2  1,324,201 6.5

資本合計    1,383,592 7.8 8,075,157 22.0  2,486,851 12.1

負債及び資本合計    17,709,197 100.0 36,667,719 100.0  20,535,194 100.0

                      



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    3,956,214 100.0 3,533,251 100.0  5,883,549 100.0

Ⅱ 売上原価    2,717,276 68.7 2,211,364 62.6  3,919,534 66.6

売上総利益    1,238,938 31.3 1,321,887 37.4  1,964,014 33.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  289,915 7.3 364,732 10.3  623,151 10.6

営業利益    949,022 24.0 957,155 27.1  1,340,863 22.8

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   467 144 168  

２．受取配当金   175 －    1,315     

３．デリバティブ評価益   － 2,862   －     

４．その他   787 1,430 0.0 1,088 4,094 0.1 1,613 3,098 0.1

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   110,002 177,172 240,092  

２．新株発行費   － 27,048     16,748     

３．社債発行費   11,855 25,481     11,855     

４．調達手数料   16,312 87,856     64,654     

５．その他   11,420 149,590 3.8 20,384 337,943 9.6 40,197 373,548 6.4

経常利益    800,863 20.2 623,305 17.6  970,413 16.5

Ⅵ 特別利益      

１．固定資産売却益 ※２ － － 1,347  

２．貸倒引当金戻入益   － － － 338 338 0.0 191 1,539 0.0

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産売却損 ※３ 220 －     532  

２．固定資産除却損 ※４ － 220 0.0 － － － 40 573 0.0

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

   800,642 20.2 623,644 17.6  971,379 16.5

法人税、住民税及び 
事業税 

  388,004 288,579     436,014     

法人税等調整額   △12,404 375,600 9.5 1,332 289,912 8.2 △11,186 424,828 7.2

中間（当期）純利益    425,042 10.7 333,732 9.4  546,550 9.3

       



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高    63,625 646,325  63,625

Ⅱ 資本剰余金増加高     

1. 増資による新株発行   2,575 2,575 2,677,276 2,677,276 582,700 582,700

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残
高    66,200 3,323,601  646,325

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    792,890 1,324,201  792,890

Ⅱ 利益剰余金増加高     

1. 中間（当期）純利益   425,042 425,042 333,732 333,732 546,550 546,550

Ⅲ 利益剰余金減少高     

1. 配当金   15,240 15,240 99,992 99,992 15,240 15,240

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残
高    1,202,692 1,557,941  1,324,201

         



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

  税金等調整前中間（当期）純利益   800,642 623,644 971,379 

  減価償却費   28,737 26,965 57,096 

  貸倒引当金の増減額（減少：△）   1,275 △338 △191 

  賞与引当金の増減額（減少：△）   731 △197 3,825 

  退職給付引当金の増減額（減少：△）   897 987 1,795 

  受取利息及び受取配当金   △642 △144 △1,484 

  支払利息   110,002 177,172 240,092 

  固定資産売却益   － － △1,347 

  固定資産除却損   － － 40 

  固定資産売却損   220 － 532 

  売上債権の増減額（増加：△）   △438,852 △6,666 77,268 

  たな卸資産の増減額（増加：△）   △5,199,796 △9,989,212 △7,955,014 

  仕入債務の増減額（減少：△）   636,608 71,586 △81,967 

  その他   △74,591 383,542 23,708 

  小計   △4,134,767 △8,712,662 △6,664,265 

  利息及び配当金の受取額   642 144 1,484 

  利息の支払額   △102,828 △180,207 △232,298 

  法人税等の支払額   △192,467 △339,978 △276,487 

  営業活動によるキャッシュ・フロー   △4,429,420 △9,232,704 △7,171,566 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

  定期預金の純増減額（増加：△）   △3 △90,003 △6 

  有形固定資産の取得による支出   △10,490 △5,443 △18,222 

  有形固定資産の売却による収入   11 － 81,149 

  無形固定資産の取得による支出   － △2,760 △1,500 

  有価証券の償還による収入   － 2,000 － 

  投資有価証券の取得による支出   － △3,000 － 

  匿名組合出資金の払込による支出   △374,488 △740,000 △374,488 

  匿名組合出資金の払戻による収入   337,250 － 513,527 

  その他投資の取得による支出   △132,290 △78,282 △20,227 

  投資活動によるキャッシュ・フロー   △180,011 △917,489 180,231 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

  短期借入金の純増減額（減少：△）   △882,000 3,569,000 △343,000 

  長期借入れによる収入   7,571,000 6,625,000 9,646,000 

  長期借入金の返済による支出   △2,184,421 △1,027,602 △2,463,857 

  社債の発行による収入   638,145 1,074,518 638,145 

  社債の償還による支出   △30,000 △218,500 △108,500 

  新株発行による収入   4,078 5,327,517 970,001 

  配当金の支払額   △15,240 △98,842 △15,240 

  財務活動によるキャッシュ・フロー   5,101,562 15,251,091 8,323,548 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   492,130 5,100,897 1,332,214 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,759,475 3,091,689 1,759,475 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 
  

2,251,605 8,192,587 3,091,689 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    １社 同 左 同 左 

  連結子会社の名称     

  株式会社インタープラネッ

ト 

    

２．持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。 同 左 同 左 

３．連結子会社の中間決算日（決

算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致し

ております。 

同 左  連結子会社の決算日は連結

決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項       

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

満期保有目的債券 満期保有目的債券 満期保有目的債券 

  償却原価法 同 左 同 左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価の無いもの 時価の無いもの 時価の無いもの 

  移動平均法による原

価法 

同 左 

  

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資(証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの)については、

匿名組合の財産の持分相当

額を「投資有価証券」とし

て計上しております。匿名

組合への出資時に「投資有

価証券」を計上し、匿名組

合の営業により獲得した損

益の持分相当額について

は、「営業損益」に計上す

るとともに同額を「投資有

価証券」に加減し、営業者

からの出資金（営業により

獲得した損益の持分相当額

を含む）の払い戻しについ

ては、「投資有価証券」を

減額しております。 

同 左 

  

同 左 

  ② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

  時価法 同 左 同 左 

  ③ たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  販売用不動産、仕掛販売

用不動産及び建築事業等

支出金 

販売用不動産、仕掛販売

用不動産及び建築事業等

支出金 

販売用不動産、仕掛販売

用不動産及び建築事業等

支出金 

  個別法による原価法 同 左 同 左 



項目 
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

定率法。 同 左 同 左 

   但し、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付

属設備を除く）について

は、定額法によっておりま

す。なお、耐用年数及び残

存価額については法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

    

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  自社利用ソフトウェア 同 左 同 左 

   社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

    

  ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 

  定額法 同 左 同 左 

(3）重要な繰延資産の処理方法 ① 新株発行費 ① 新株発行費 ① 新株発行費 

 支出時に全額費用として

処理しております。 

同 左 同 左 

  ② 社債発行費 ② 社債発行費 ② 社債発行費 

   支出時に全額費用として

処理しております。 

同 左 同 左 

(4）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同 左 同 左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支

給に備えるため、賞与支給

見込額の当中間連結会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

同 左  従業員に対する賞与の支

給に備えるため、賞与支給

見込額の当連結会計年度負

担額を計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見

込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。 

同 左  従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見

込額に基づき計上しており

ます。 



項目 
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(5）重要なヘッジ会計の処理方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについ

ては、特例処理を採用して

おります。 

同 左 同 左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワッ

プ 

ヘッジ手段…金利スワッ

プ及び金利キャップ 

ヘッジ手段…同 左 

  ヘッジ対象…借入金 ヘッジ対象…同 左 ヘッジ対象…同 左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   金利リスク低減のため対

象債務の範囲内で、ヘッジ

を行っております。 

同 左 同 左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理

の要件を満たしている場合

は、有効性の判定を省略し

ております。 

同 左 同 左 

(6）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。控除対象外消費税等に

ついては、販売費及び一般

管理費に計上しておりま

す。 

 なお、固定資産に係る控

除対象外消費税等は長期前

払費用に計上し、５年間で

均等償却しております。 

同 左 同 左 

  ② 匿名組合出資金の会計処

理 

    

   当社は匿名組合出資を行

っており、匿名組合の財産

の持分相当額を「投資有価

証券」として計上しており

ます。匿名組合の営業によ

り獲得した損益の持分相当

額については、「営業損

益」に計上するとともに同

額を「投資有価証券」に加

減し、営業者からの出資金

（営業により獲得した損益

の持分相当額を含む）の払

戻しについては、「投資有

価証券」を減額しておりま

す。 

    



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

５．中間連結キャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同 左 同 左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計審議会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。これによる損益に与える影響は

ありません。 

──────  当連結会計年度から、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計審議会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成16年２月13日）が公表され

たことに伴い、当中間連結会計期間から同

実務対応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割及び資本割5,420千円を販売費及び一

般管理費として処理しております。 

  

────── 

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成16年2月13日）が公表された

ことに伴い、当連結会計年度から、同実務

対応報告に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割9,681千円を販売費及び一般管

理費として処理しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末

（平成18年３月31日） 
前連結会計年度末 
（平成17年９月30日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 
  

たな卸資産 10,026,572千円

建物 737,232千円

土地 1,453,865千円

合計 12,217,671千円

  
たな卸資産 20,561,643千円

建物 992,938千円

土地 1,418,427千円

合計 22,973,009千円

たな卸資産 12,874,525千円

建物 698,364千円

土地 1,418,427千円

合計 14,991,317千円

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 
  

  

短期借入金 450,000千円

１年以内返済予定 

長期借入金 512,362千円

長期借入金 10,128,338千円

合計 11,090,701千円

  
短期借入金 3,459,000千円

１年以内返済予定

長期借入金 666,102千円

長期借入金 15,707,926千円

１年以内償還予定

社債 111,000千円

社債 1,184,000千円

合計 21,128,028千円

  

短期借入金 1,194,000千円

１年以内返済予定

長期借入金 635,297千円

長期借入金 11,601,333千円

合計 13,430,631千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 
  

  124,909千円
  

  175,939千円   149,325千円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額 
  

  

役員報酬 50,910千円

給与手当 42,368 

賞与引当金繰入額 6,905 

租税公課 62,218 

  
役員報酬 68,852千円

給与手当 58,681 

賞与引当金繰入額 10,535 

租税公課 79,798 

地代家賃 38,782 

役員報酬 104,400千円

給与手当 113,676 

賞与引当金繰入額 9,057 

採用費 70,476 

租税公課 98,355 

※２． 

────── 

※２． 

────── 

※２．固定資産売却益の内容は、次のとお

りであります。 

土地 554千円

建物 792千円

合計 1,347千円

※３．固定資産売却損の内容は、次のとお

りであります 

※３． 

────── 

※３．固定資産売却損の内容は、次のとお

りであります。 

機械装置及び運搬具 220千円

有形固定資産「その他」 312千円

合計 532千円

有形固定資産「その他」 220千円

※４． 

────── 

※４． 

────── 

※４．固定資産除却損の内容は、次のとお

りであります。 
    

有形固定資産「その他」 40千円



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） （平成17年９月30日現在） 
  
  （千円）

現金及び預金勘定 2,301,615

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 △50,009

現金及び現金同等物 2,251,605

  
  （千円）

現金及び預金勘定 8,332,603

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 △140,016

現金及び現金同等物 8,192,587

  （千円）

現金及び預金勘定 3,141,702

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 △50,012

現金及び現金同等物 3,091,689



（リース取引関係） 

  
  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 リース取引の内容の重要性が乏しく、か

つ、契約１件当たりの金額が少額であるた

め、中間連結財務諸表規則第15条の規定に

従い、記載を省略しております。 

 同 左  リース取引の内容の重要性が乏しく、か

つ、契約１件当たりの金額が少額であるた

め、連結財務諸表規則第15条の３の規定に

従い、記載を省略しております。 



（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間連結会計期間末（平成18年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

前連結会計年度末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

  

前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末

（平成18年３月31日） 
前連結会計年度末 
（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 中間連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券 

非上場社債 2,000 3,000 2,000 

(2）その他有価証券 

① 非上場株式 51,500 56,500 51,500 

② 投資事業有限責任組合

に類する組合への出資 
588,488 1,036,640 296,640 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（千円） 

時価
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 スワップ取引 665,000 △8,003 △8,003 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（千円） 

時価
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 スワップ取引 630,000 △2,829 △2,829 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
（千円） 

時価
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 スワップ取引 647,500 △5,691 △5,691 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年10月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分に属する主な事業内容 

  

当中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分に属する主な事業内容 

  

  
デザインクリ
エイティブ事
業（千円） 

インカムマネ
ジメント事業
（千円） 

グロースイン
ベストメント
事業（千円） 

ニューデベロ
ップメント事
業（千円） 

計（千円）
消去又は全社
（千円） 

連結（千円）

売上高    

(1）外部顧客に対する
売上高 

1,143,808 774,576 1,826,492 211,337 3,956,214 － 3,956,214

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － － － － － －

計 1,143,808 774,576 1,826,492 211,337 3,956,214 － 3,956,214

営業費用 1,036,252 664,646 1,014,275 292,017 3,007,191 － 3,007,191

営業利益（△営業損失） 107,556 109,929 812,217 △80,680 949,022 － 949,022

  区分 主要事業

  デザインクリエイティブ事業 コンサルティング、設計監理、建築事業

  インカムマネジメント事業 不動産賃貸事業、アセットマネジメント業務受託事業 

  グロースインベストメント事業 オフィスビル・商業施設及び不動産関連資産への投資事業 

  ニューデベロップメント事業 マンション・戸建等の開発販売事業

  
デザインクリ
エイティブ事
業（千円） 

インカムマネ
ジメント事業 
（千円） 

グロースイン
ベストメント
事業（千円） 

ニューデベロ
ップメント事
業（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売
上高 

762,134 751,849 1,544,428 474,838 3,533,251 － 3,533,251

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － － － －

計 762,134 751,849 1,544,428 474,838 3,533,251 － 3,533,251

営業費用 603,722 643,347 934,848 394,177 2,576,096 － 2,576,096

営業利益 158,412 108,501 609,580 80,661 957,155 － 957,155

  区分 主要事業

  デザインクリエイティブ事業 コンサルティング、設計監理、建築事業

  インカムマネジメント事業 不動産賃貸事業、アセットマネジメント業務受託事業 

  グロースインベストメント事業 オフィスビル・商業施設及び不動産関連資産への投資事業 

  ニューデベロップメント事業 マンション・戸建等の開発販売事業



前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分に属する主な事業内容 

  

  

  

デザインク
リエイティ
ブ事業 
（千円） 

インカムマ
ネジメント
事業 
（千円） 

グロースイ
ンベストメ
ント事業 
（千円） 

ニューデベ
ロップメン
ト事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 1,367,177 1,516,551 2,507,044 492,776 5,883,549 － 5,883,549

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － － －

計 1,367,177 1,516,551 2,507,044 492,776 5,883,549 － 5,883,549

営業費用 1,274,957 1,333,358 1,336,801 597,568 4,542,685 － 4,542,685

営業利益（△営業損失） 92,220 183,192 1,170,242 △104,791 1,340,863 － 1,340,863

  区分 主要事業

  デザインクリエイティブ事業 コンサルティング、設計監理、建築事業

  インカムマネジメント事業 不動産賃貸事業、アセットマネジメント業務受託事業 

  グロースインベストメント事業 オフィスビル・商業施設及び不動産関連資産への投資事業 

  ニューデベロップメント事業 マンション・戸建等の開発販売事業



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社

及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありませ

ん。 

  



（１株当たり情報） 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

  

１株当たり純資産額 893,216.68円

１株当たり中間純利益金額 276,540.25円

  

１株当たり純資産額 69,347.99円

１株当たり中間純利益金額 3,161.84円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
3,059.83円

１株当たり純資産額 72,124.45円

１株当たり当期純利益金額 17,362.39円

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

17,240.26円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権の残高はあり

ますが、当社株式は非上場であり、期中平均

株価の把握ができないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年５月６日付けで株式１株

につき20株の株式分割を、また、平成17年11

月18日付けで株式１株につき３株の株式分割

を行っております。 

 これらの株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前中間連結会計期間における１

株当たり情報については、以下のとおりとな

ります。 

 なお、前中間連結会計期間の潜在株式調整

後１株当たり中間純利益金額については、新

株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価の把握ができない

ため記載しておりません。 

 また、平成17年11月18日付けの株式分割が

前期首に行われたと仮定した場合の前連結会

計年度における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 14,886.94円

１株当たり中間純利益金額 4,609.00円

１株当たり純資産額 24,041.48

１株当たり当期純利益金額 5,787.46

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
5,746.75

 当社は、平成17年５月６日付けで株式１株

につき20株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりとなり

ます。 

 なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額については、新株引

受権及び新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場であり、かつ店頭登録もして

おらず、期中平均株価の把握ができないため

記載しておりません。 

１株当たり純資産額 31,782.00円

１株当たり当期純利益金額 13,481.97円



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

  

  
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 425,042 333,732 546,550 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 425,042 333,732 546,550 

期中平均株式数（株） 1,537 105,550 31,479 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － 3,519 223 

（うち新株予約権） － (3,519) (223) 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権の数  72個 

 その概要は「第４ 提出

会社の状況、１ 株式等の

状況、(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。 

― ― 



（重要な後発事象） 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（株式の分割） 

 当社は、平成17年４月12日開催の取締役会

決議により、次のように株式分割による新株

式を発行しております。 

１．平成17年５月６日付けで、普通株式１株

につき20株の割合をもって分割する。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式   29,431株 

(2）分割方法 

 平成17年５月６日最終の株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株につき20株の

割合をもって分割する。 

２．配当起算日 

平成17年４月１日 

 当該株式分割が当期首に行われたと仮定し

た場合の当中間連結会計期間における１株当

たり情報は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額     44,660.83円 

１株当たり中間純利益金額  13,827.01円 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権の残高はあり

ますが、当社株式は非上場であり、期中平均

株価の把握ができないため記載しておりませ

ん。 

（新株予約権の発行） 

 平成17年12月20日開催の当社定時株主総会

及び平成18年４月14日開催の取締役会決議に

基づき、次のようにストックオプションを目

的とする新株予約権を発行いたしました。 

(注）新株予約権の行使時の１株当たりの

払込金額は、新株予約権を発行する日の

属する月の前月の各日のジャスダック証

券取引所における当社普通株式の普通取

引の終値の平均値に1.05を乗じた金額を

適用して決定したものです。 

新株予約権の発行日 平成18年４月14日 

新株予約権の数 4,000個 

新株予約権の目的と

なる株式の種類 
普通株式 

新株予約権の目的と

なる株式の数 
4,000株 

新株予約権行使時の

１株当たり払込金額 
440,190円（注） 

新株予約権を行使す

ることができる期間 

平成19年12月21日

から平成24年12月

20日まで 

（株式の分割） 

 平成17年9月13日開催の当社取締役会決議

により、次のように株式分割による新株式を

発行しております。 

１．平成17年11月18日付けで、普通株式

１株につき３株の割合をもって分割す

る。 

（1）分割により増加する株式数 

普通株式   68,960株 

（2）分割方法 

  平成17年９月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主の所有

株式１株につき３株の割合をもって分割

する。 

２．配当起算日 

平成17年10月1日 

 当該株式分割（平成17年５月６日付け

の株式分割も含む）が前期首に行われた

と仮定した場合の前連結会計年度におけ

る１株当たり情報並びに当期首に行われ

たと仮定した場合の当連結会計年度にお

ける１株当たり情報は、それぞれ以下の

とおりとなります。 

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

10,594.00円 24,041.48円

１株当たり当期純利

益金額 

１株当たり当期純利

益金額 

4,493.99円 5,787.46円

 なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益金額について

は、新株引受権及び

新株予約権の残高は

ありますが、当社株

式は非上場であり、

かつ店頭登録もして

おらず、期中平均株

価の把握ができない

ため記載しておりま

せん。 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

5,746.75円



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

  （ストック・オプション（新株予約権）の付

与） 

 当社は、当社の役員及び従業員の業務向上

に対する意欲や士気を一層高めるとともに、

優秀な人材を確保することを狙いとして、商

法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に

基づき、平成17年12月20日開催の当社定時株

主総会において、ストック・オプションの付

与を目的として、当社の役員及び従業員に対

し、無償で新株予約権を発行することを決議

しました。 

 当該ストック・オプション（新株予約権）

制度の概要は次のとおりであります。 

１．新株予約権の目的たる株式の種類および

数 

 当社普通株式4,000株を上限とする。 

２．発行する新株予約権の総数 

 総数は4,000個とする。 

 なお、新株予約権１個当たりの目的たる株

式の数（以下、「付与株式数」という。）は

１株の割合で発行する。 

 ただし、新株予約権発行日以降に当社が株

式分割または株式併合を行う場合、各発行対

象者の１個当たりの新株予約権の行使により

発行される株式の数は、次の算式により調整

されるものとする。なお、かかる調整は、当

該時点においてその者が新株予約権を行使し

ていない目的たる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の株式につい

ては、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 

分割・併合の比率 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

  ３．新株予約権の行使に際して払込みをなす

べき金額 

 各新株予約権の行使に際して払込みをなす

べき金額は、各新株予約権の行使により発行

または移転する株式1株当たりの払込金額

（以下、「行使価額」という。）に付与株式

数を乗じた金額とする。 

 行使価額は、発行日の属する前の月の各日

（取引が成立しない日を除く）におけるジャ

スダック証券取引所が公表する当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（終値のない日を

除く）に1.05を乗じた金額（１円未満の端数

は切り上げ）、または、発行日の終値（取引

が成立しない場合は、それに先立つ直近日の

終値）のいずれか高い金額とする。 

  

 なお、以下の事由が生じた場合は、行使価

額をそれぞれ調整する。 

（1）当社が時価を下回る価額で当社普通株

式につき、新株を発行または当社が保有する

自己株式を移転する場合（新株予約権の行使

によるものを除く）は、次の算式により行使

価額を調整するものとする（１円未満の端数

は切り上げる）。 

 上記の算式において、「既発行株式数」と

は当社の発行済株式数から当社が保有する自

己株式を控除した数とし、当社が保有する自

己株式の移転を行う場合には、「新規発行株

式数」を「移転する自己株式数」に読み替え

るものとする。 

（2）当社が当社普通株式の分割または併合

を行う場合には、次の算式により行使価額を

調整するものとし、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

４．新株予約権の行使期間 

平成19年12月21日より平成24年12月20日まで 

          新規発行

株式数 
× 
１株当たり

の払込金額      既発行

株式数 
＋ 

調整後 

行使価額
＝
調整前 

行使価額
×

新株発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数

調整後行使

価額 
＝
調整前行使

価額 
×

１ 

分割・併合の

比率 



  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

５．新株予約権の行使の条件 

（1）権利行使時において当社の役員または

従業員の地位にあることを要する。 

（2）新株予約権者が死亡した場合は、相続

人がこれを行使することができる。 

（3）その他の権利行使条件については取締

役会において決定するものとする。 

６．新株予約権の消却事由および条件 

（1）当社が消滅会社となる合併または当社

が完全子会社となる株式交換もしくは株式移

転が行われるときは、本新株予約権を無償で

消却することができる。 

（2）当社は、新株予約権の付与を受けた者

が、５．（1）に規定する条件に該当しなく

なったとき、または５．（2）に至ったとき

は、本新株予約権を無償で消却することがで

きる。 

  

（3）当社は、いつでも、当社が取得し保有

する未行使の新株予約権を、無償にて消却す

ることができるものとする。 

７．新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承

認を要するものとする。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

1. 現金及び預金    2,146,472 8,302,337  3,114,702 

2. 営業未収入金    545,979 36,525  29,858 

3. たな卸資産 ※１  10,553,166 23,297,596  13,308,384 

4. その他    231,026 512,395  361,967 

貸倒引当金    △1,933 △127  △466 

流動資産合計    13,474,712 79.3 32,148,726 89.1  16,814,446 84.3

Ⅱ 固定資産       

1. 有形固定資産 ※２     

(1) 建物 ※１ 894,155  821,772     836,728     

(2) 土地 ※１ 1,077,876  1,042,437     1,042,437     

(3) その他   22,990  18,674     20,194     

有形固定資産合計    1,995,021 11.7 1,882,884 5.2  1,899,360 9.5

2. 無形固定資産    318,920 1.9 322,524 0.9  320,115 1.6

3. 投資その他の資産    1,202,410 7.1 1,730,651 4.8  912,468 4.6

固定資産合計    3,516,352 20.7 3,936,060 10.9  3,131,945 15.7

資産合計    16,991,065 100.0 36,084,787 100.0  19,946,391 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

1．営業未払金    730,861 83,872  12,286 

2．短期借入金 ※１  1,000,000 5,237,000  1,668,000 

3．１年以内返済予定長期 
借入金 

※１  517,438 2,321,474    755,669   

4．１年以内償還予定社債 ※１  297,000 725,000    297,000   

5．未払法人税等    393,335 295,313    348,297   

6．賞与引当金    9,036 11,933    12,130   

7．その他 ※３  407,369 703,049    486,371   

流動負債合計    3,355,041 19.7 9,377,642 26.0  3,579,755 17.9

Ⅱ 固定負債       

1．社債 ※１  1,763,000 2,138,000  1,684,500 

2．長期借入金 ※１  9,752,351 15,370,905  11,324,498 

3．退職給付引当金    5,394 7,279  6,292 

4．受入敷金保証金    801,369 1,209,233    947,446   

5．その他    8,003 2,829    5,691   

固定負債合計    12,330,119 72.6 18,728,249 51.9  13,968,430 70.1

負債合計    15,685,161 92.3 28,105,891 77.9  17,548,185 88.0

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    114,700 0.7 3,193,614 8.8  516,325 2.6

Ⅱ 資本剰余金       

1. 資本準備金   66,200  3,323,601 3,323,601 9.2 646,325 646,325 3.2

資本剰余金合計    66,200 0.4   

Ⅲ 利益剰余金       

1. 利益準備金   5,000  5,000     5,000     

2．任意積立金   675,000  1,075,000     675,000     

3. 中間(当期)未処分利益   445,003  381,679     555,555     

利益剰余金合計    1,125,003 6.6 1,461,679 4.1  1,235,555 6.2

資本合計    1,305,903 7.7 7,978,895 22.1  2,398,205 12.0

負債及び資本合計    16,991,065 100.0 36,084,787 100.0  19,946,391 100.0

            



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    3,930,654 100.0 3,507,691 100.0  5,832,429 100.0

Ⅱ 売上原価    2,710,222 69.0 2,203,986 62.8  3,905,449 67.0

売上総利益    1,220,432 31.0 1,303,704 37.2  1,926,980 33.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    289,711 7.3 364,223 10.4  622,339 10.7

営業利益    930,720 23.7 939,481 26.8  1,304,640 22.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  4,946 0.1 4,951 0.1  7,861 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  144,687 3.7 333,339 9.5  364,229 6.1

経常利益    790,979 20.1 611,093 17.4  948,272 16.3

Ⅵ 特別利益    － － 338 0.0  1,539 0.0

Ⅶ 特別損失    220 0.0 － －  573 0.0

税引前中間（当期） 
純利益 

   790,759 20.1 611,432 17.4  949,238 16.3

法人税、住民税及び 
事業税 

  387,914 283,817     435,049     

法人税等調整額   △16,348 371,566 9.4 1,499 285,316 8.1 △15,555 419,493 7.2

中間（当期）純利益    419,192 10.7 326,115 9.3  529,744 9.1

前期繰越利益    25,811 55,563  25,811 

中間（当期）未処分 
利益     445,003   381,679  555,555 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 (1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

① 満期保有目的債券 ① 満期保有目的債券 ① 満期保有目的債券 

  償却原価法 同 左 同 左 

  ② 子会社株式 ② 子会社株式 ② 子会社株式 

  移動平均法による原価

法 

同 左 同 左 

  ③ その他有価証券 ③ その他有価証券 ③ その他有価証券 

  時価の無いもの 時価の無いもの 時価の無いもの 

  移動平均法による原

価法 

同 左 

  

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資(証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの)については、

匿名組合の財産の持分相当

額を「投資有価証券」とし

て計上しております。匿名

組合への出資時に「投資有

価証券」を計上し、匿名組

合の営業により獲得した損

益の持分相当額について

は、「営業損益」に計上す

るとともに同額を「投資有

価証券」に加減し、営業者

からの出資金（営業により

獲得した損益の持分相当額

を含む）の払い戻しについ

ては、「投資有価証券」を

減額しております。 

同 左 

  

同 左 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法 同 左 同 左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  販売用不動産、仕掛販売

用不動産及び建築事業等

支出金 

販売用不動産、仕掛販売

用不動産及び建築事業等

支出金 

販売用不動産、仕掛販売

用不動産及び建築事業等

支出金 

  個別法による原価法 同 左 同 左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 同 左 同 左 

   但し、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物付属

設備を除く)については、定

額法によっております。な

お、耐用年数及び残存価額

については法人税法に規定

する方法と同一の基準によ

っております。 

    

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  自社利用ソフトウェア 自社利用ソフトウェア 自社利用ソフトウェア 

   社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

同 左 同 左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  定額法 同 左 同 左 

３．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 (1）新株発行費 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として

処理しております。 

同 左 同 左 

  (2）社債発行費 (2）社債発行費 (2）社債発行費 

   支出時に全額費用として

処理しております。 

同 左 同 左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同 左 同 左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支

給に備えるため、賞与支給

見込額の当中間会計期間負

担額を計上しております。 

同 左  従業員に対する賞与の支

給に備えるため、賞与支給

見込額の当期負担額を計上

しております。 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

同 左  従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについ

ては、特例処理を採用して

おります。 

同 左 同 左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワッ

プ 

ヘッジ手段…金利スワッ

プ及び金利キャップ 

ヘッジ手段…同 左 

  ヘッジ対象…借入金 ヘッジ対象…同 左 ヘッジ対象…同 左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   金利リスク低減のため、

対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。 

同 左 同 左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理

の要件を満たしている場合

は、有効性の判定を省略し

ております。 

同 左 同 左 

６．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる

重要な事項 

① 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。控除対象外消費税等に

ついては、販売費及び一般

管理費に計上しておりま

す。 

 なお、固定資産に係る控

除対象外消費税等は長期前

払費用に計上し、５年間で

均等償却しております。 

同 左 同 左 

  ② 匿名組合出資金の会計処理     

   当社は匿名組合出資を行

っており、匿名組合の財産

の持分相当額を「投資有価

証券」として計上しており

ます。匿名組合の営業によ

り獲得した損益の持分相当

額については、「営業損

益」に計上するとともに同

額を「投資有価証券」に加

減し、営業者からの出資金

（営業により獲得した損益

の持分相当額を含む）の払

戻しについては、「投資有

価証券」を減額しておりま

す。 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計審議会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

 当中間会計期間から、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計審議会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（外形標準課税）   （外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年2月13日）が公表されたことに伴

い、当事業年度から、同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割9,681

千円を販売費及び一般管理費として処理して

おります。 

 実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成16年２月13日）が公表され

たことに伴い、当中間会計期間から同実務

対応報告に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割5,420千円を販売費及び一般管

理費として処理しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末

（平成18年３月31日） 
前事業年度末 

（平成17年９月30日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 
  
たな卸資産 10,026,572千円

建物 521,376千円

土地 1,077,876千円

合計 11,625,825千円

    
たな卸資産 20,561,643千円

建物 786,583千円

土地 1,042,437千円

合計 22,390,664千円

 
たな卸資産 12,874,525千円

建物 487,314千円

土地 1,042,437千円

合計 14,404,277千円

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 
  

  

短期借入金 450,000千円

１年以内返済予定

長期借入金 482,734千円

長期借入金 9,686,689千円

合計 10,619,424千円

    
短期借入金 3,459,000千円

１年以内返済予定

長期借入金 636,474千円

長期借入金 15,295,905千円

１年以内償還予定

社債 111,000千円

社債 1,184,000千円

合計 20,686,379千円

 
短期借入金 1,194,000千円

１年以内返済予定

長期借入金 605,669千円

長期借入金 11,174,498千円

合計 12,974,168千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 
  

111,382千円
  

152,912千円 130,992千円

※３．消費税等の取扱い ※３．消費税等の取扱い ※３． 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

同 左 ────── 

４．保証債務 ４． ４． 

 関係会社の債務につき、次のとおり

保証しております。 

────── ────── 

  
被保証者 株式会社インタープラネット

保証金額 129,000千円

被保証債務の 

内容 

賃貸不動産取得のための借入

金 

  



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  

  
受取利息 138千円

  
受取利息 144千円

デリバティブ評価益 2,862千円

受取利息 168千円

受取配当金 1,315千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

  

支払利息 102,111千円

社債発行費 11,855千円

調達手数料 16,312千円

  
支払利息 172,725千円

新株発行費 27,048千円

社債発行費 25,481千円

調達手数料 87,856千円

支払利息 230,773千円

新株発行費 16,748千円

社債発行費 11,855千円

調達手数料 64,654千円

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 
  

有形固定資産 23,776千円

無形固定資産 154千円

  
有形固定資産 21,919千円

無形固定資産 350千円

有形固定資産 47,025千円

無形固定資産 459千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース取引の内容の重要性が乏しく、か

つ、契約１件当たりの金額が少額であるた

め、中間財務諸表等規則第５条の３の規定に

従い、記載を省略しております。 

同 左  リース取引の内容の重要性が乏しく、か

つ、契約１件当たりの金額が少額であるた

め、財務諸表等規則第８条の６第６項の規定

に従い、記載を省略しております。 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）、当中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成

18年３月31日）及び前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）において子会社株式で時価のあるものは

ありません。 

  



（１株当たり情報） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

  

１株当たり純資産額 843,062.48円

１株当たり中間純利益金額 272,734.31円

  

１株当たり純資産額 68,521.31円

１株当たり中間純利益金額 3,089.68円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
2,990.00円

１株当たり純資産額 69,553.53円

１株当たり当期純利益金額 16,828.50円

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

16,710.13円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権の残高はあり

ますが、当社株式は非上場であり、期中平均

株価の把握ができないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年５月６日付けで株式１株

につき20株の株式分割を、また、平成17年11

月18日付けで株式１株につき３株の株式分割

を行っております。 

 これらの株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前中間会計期間における１株当

たり情報については、以下のとおりとなりま

す。 

 なお、前中間会計期間の潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額については、新株予

約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価の把握ができないため

記載しておりません。 

 また、平成17年11月18日付けの株式分割が

前期首に行われたと仮定した場合の前事業年

度における１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 14,051.04

１株当たり中間純利益金額 4,545.57

１株当たり純資産額 23,184.51

１株当たり当期純利益金額 5,609.50

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
5,570.04

 当社は、平成17年５月６日付けで株式１株

につき20株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりとなり

ます。 

 なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、新株引受権

及び新株予約権の残高はありますが、当社株

式は非上場であり、かつ店頭登録もしておら

ず、期中平均株価の把握ができないため記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 29,425.07円

１株当たり当期純利益金額 10,620.60円



（注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

  
前中間会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 419,192 326,115 529,744 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 419,192 326,115 529,744 

期中平均株式数（株） 1,537 105,550 31,479 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － 3,519 223 

（うち新株予約権） － (3,519) (223) 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権の数  72個 

 その概要は「第４ 提出

会社の状況、１ 株式等の

状況、(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。 

― ― 



（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（株式の分割） 

 当社は、平成17年４月12日開催の取締役会

決議により、次のように株式分割による新株

式を発行しております。 

１．平成17年５月６日付けで、普通株式１株

につき20株の割合をもって分割する。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式   29,431株 

(2）分割方法 

 平成17年５月６日最終の株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株につき20株の

割合をもって分割する。 

２．配当起算日 

平成17年４月１日 

 当該株式分割が当期首に行われたと仮定し

た場合の当中間会計期間における１株当たり

情報は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額     42,153.12円 

１株当たり中間純利益金額  13,636.72円 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権の残高はあり

ますが、当社株式は非上場であり、期中平均

株価の把握ができないため記載しておりませ

ん。 

（新株予約権の発行） 

 平成17年12月20日開催の当社定時株主

総会及び平成18年４月14日開催の取締役

会決議に基づき、次のようにストックオ

プションを目的とする新株予約権を発行

いたしました。 

(注）新株予約権の行使時の１株当たりの

払込金額は、新株予約権を発行する日の

属する月の前月の各日のジャスダック証

券取引所における当社普通株式の普通取

引の終値の平均値に1.05を乗じた金額を

適用して決定したものです。 

新株予約権の発行日 平成18年４月14日 

新株予約権の数 4,000個 

新株予約権の目的とな

る株式の種類 
普通株式 

新株予約権の目的とな

る株式の数 
4,000株 

新株予約権行使時の１

株当たり払込金額 
440,190円（注） 

新株予約権を行使す

ることができる期間 

平成19年12月21

日から平成24年

12月20日まで 

（株式の分割） 

 平成17年9月13日開催の当社取締役会決議

により、次のように株式分割による新株式を

発行しております。 

１．平成17年11月18日付けで、普通株式

１株につき３株の割合をもって分割す

る。 

（1）分割により増加する株式数 

普通株式   68,960株 

（2）分割方法 

 平成17年９月30日最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載された株主の所有株

式1株につき3株の割合をもって分割す

る。 

２．配当起算日 

平成17年10月1日 

 当該株式分割（平成17年５月６日付け

の株式分割も含む）が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度における１

株当たり情報並びに当期首に行われたと

仮定した場合の当事業年度における１株

当たり情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

9,808.36円 23,184.51円

１株当たり当期純利

益金額 

１株当たり当期純利

益金額 

3,540.20円 5,609.50円

 なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益金額について

は、新株引受権及び

新株予約権の残高は

ありますが、当社株

式は非上場であり、

かつ店頭登録もして

おらず、期中平均株

価の把握ができない

ため記載しておりま

せん。 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

5,570.04円



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

  （ストック・オプション（新株予約権）の付

与） 

 当社は、当社の役員及び従業員の業務向上

に対する意欲や士気を一層高めるとともに、

優秀な人材を確保することを狙いとして、商

法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に

基づき、平成17年12月20日開催の当社定時株

主総会において、ストック・オプションの付

与を目的として、当社の役員及び従業員に対

し、無償で新株予約権を発行することを決議

しました。 

 当該ストック・オプション（新株予約権）

制度の概要は次のとおりであります。 

１．新株予約権の目的たる株式の種類および

数 

 当社普通株式4,000株を上限とする。 

２．発行する新株予約権の総数 

 総数は4,000個とする。 

 なお、新株予約権１個当たりの目的たる株

式の数（以下、「付与株式数」という。）は

１株の割合で発行する。 

 ただし、新株予約権発行日以降に当社が株

式分割または株式併合を行う場合、各発行対

象者の１個当たりの新株予約権の行使により

発行される株式の数は、次の算式により調整

されるものとする。なお、かかる調整は、当

該時点においてその者が新株予約権を行使し

ていない目的たる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の株式につい

ては、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 

分割・併合の比率 

３．新株予約権の行使に際して払込みをなす

べき金額 

 各新株予約権の行使に際して払込みをなす

べき金額は、各新株予約権の行使により発行

または移転する株式1株当たりの払込金額

（以下、「行使価額」という。）に付与株式

数を乗じた金額とする。 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

 行使価額は、発行日の属する前の月の各日

（取引が成立しない日を除く）におけるジャ

スダック証券取引所が公表する当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（終値のない日を

除く）に1.05を乗じた金額（１円未満の端数

は切り上げ）、または、発行日の終値（取引

が成立しない場合は、それに先立つ直近日の

終値）のいずれか高い金額とする。 

 なお、以下の事由が生じた場合は、行使価

額をそれぞれ調整する。 

（1）当社が時価を下回る価額で当社普通株

式につき、新株を発行または当社が保有する

自己株式を移転する場合（新株予約権の行使

によるものを除く）は、次の算式により行使

価額を調整するものとする（１円未満の端数

は切り上げる）。 

 上記の算式において、「既発行株式数」と

は当社の発行済株式数から当社が保有する自

己株式を控除した数とし、当社が保有する自

己株式の移転を行う場合には、「新規発行株

式数」を「移転する自己株式数」に読み替え

るものとする。 

（2）当社が当社普通株式の分割または併合

を行う場合には、次の算式により行使価額を

調整するものとし、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

４．新株予約権の行使期間 

平成19年12月21日より平成24年12月20日まで

５．新株予約権の行使の条件 

（1）権利行使時において当社の役員または

従業員の地位にあることを要する。 

（2）新株予約権者が死亡した場合は、相続

人がこれを行使することができる。 

（3）その他の権利行使条件については取締

役会において決定するものとする。 

          新規発行

株式数 
× 
１株当たり

の払込金額      既発行 

株式数 
＋ 

調整後 

行使価額
＝
調整前 

行使価額
×

新株発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数

調整後行使

価額 
＝
調整前行使

価額 
×

１ 

分割・併合の

比率 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

６．新株予約権の消却事由および条件 

（1）当社が消滅会社となる合併または当社

が完全子会社となる株式交換もしくは株式移

転が行われるときは、本新株予約権を無償で

消却することができる。 

（2）当社は、新株予約権の付与を受けた者

が、５．（1）に規定する条件に該当しなく

なったとき、または５．（2）に至ったとき

は、本新株予約権を無償で消却することがで

きる。 

  

（3）当社は、いつでも、当社が取得し保有

する未行使の新株予約権を、無償にて消却す

ることができるものとする。 

７．新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承

認を要するものとする。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 事業年度（第21期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 平成17年12月20日に関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年12月20日提出の有価証券報告書に対する訂正報告書を平成18年１月27日に関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年12月20日提出の有価証券報告書に対する訂正報告書を平成18年２月７日に関東財務局長に提出。 

(4）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成18年２月７日に関東財務局長に提出。 

(5）有価証券届出書（その他の者に対する割当）及びその添付書類 

 平成18年２月７日に関東財務局長に提出。 

(6）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年２月７日提出の有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）に対する訂正届出書を平成18年２月22日に関東財務局長

に提出。 

(7）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年２月７日提出の有価証券届出書（その他の者に対する割当）に対する訂正届出書を平成18年２月22日に関東財務局長に提

出。 

(8）臨時報告書 

 平成18年４月14日に関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２８日

株 式 会 社 ラ ン ド ビ ジ ネ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランドビジ

ネスの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年１０月１日から平成１

７年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ランドビジネス及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１６年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会社）が

別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 大 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 向 井   誠 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２６日

株 式 会 社 ラ ン ド ビ ジ ネ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランドビジ

ネスの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１０月１日から平成１

８年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ランドビジネス及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 大 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 向 井   誠 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２８日

株 式 会 社 ラ ン ド ビ ジ ネ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランドビジ

ネスの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第２１期事業年度の中間会計期間（平成１６年１０月１日から平成１

７年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ランドビジネスの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年１０月１日から平成

１７年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会社)が別

途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 大 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 向 井   誠 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２６日

株 式 会 社 ラ ン ド ビ ジ ネ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランドビジ

ネスの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第２２期事業年度の中間会計期間（平成１７年１０月１日から平成１

８年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ランドビジネスの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１０月１日から平成

１８年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 大 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 向 井   誠 
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